
兵庫県教育委員会 兵庫県立佐用高等学校 令和２年度 地域との協働による高等学校教育改革推進事業（プロフェッショナル型）

【コンソーシアム】

【事業対象学科の生徒数】

【学校全体の生徒数】

『「食」を通じてローコスト・ハイクオリティ社会の実現を目指すプロフェッショナル人材の育成』
～佐用風土(Sayo Food)を活用したモデルプランの構築～

佐用高校家政科
マスコットキャラ

うっちゃん



地域との協働による高等学校教育改革推進事業 研究開発の概要 

（令和２年度 新規指定校） 

 

指定期間 ふりがな ひょうごけんりつさようこうとうがっこう 

②所在都道府県 兵庫県 令和２～最

大３年間 
①学校名 兵庫県立佐用高等学校 

③対象学科

名 

④対象とする生徒数 ⑤学校全体の規模 

１年 ２年 ３年 ４年 計 創立 111 年目の伝統校である。各学年と

も普通科３クラス、農業科学科１クラス、

家政科１クラス。 

家政科 40 35 33  108 

      

⑥研究開発

構想名 

「食」を通じてﾛｰｺｽﾄ･ﾊｲｸｵﾘﾃｨ社会の実現を目指すﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材の育成 

 ～佐用風土（Sayo Food）を活用したﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝの構築～ 

⑦研究開発

の概要 

本研究は「食」を中心に①特産物による商品開発②健康寿命の延伸③安全・安心な町

づくりの三本柱で展開している。これまでも特産品を使用した商品開発には取り組んで

きたが、事業を通じて伝統料理、保存食へと発展させる目的がある。販売が主目的では

なく、「食」を通じて「佐用風土（Sayo Food）」と地域人材を活用し、健康の見直しや

災害時対応などで町を活気づける。その中で、伝統料理や保存食を「高校生訪問ｻｰﾋﾞｽ」

等の実習で高齢者に提供するなど地域と協働するために、履修科目の新規充実を図り、

学校設定科目の活用でｶﾘｷｭﾗﾑ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを行い、生徒の学びと地域課題の解決につなげる。 
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(1) 目的・目標 

【目的】 

佐用町は、老年人口率 40％（全国平均の 1.5 倍）という現状に加え、平成 21 年台風９号

の豪雨被災の教訓を生かし、地域の活性化と安全・安心で充実した暮らしができる町に進化

させることが課題である。本校もこの課題を認識し、町と協働で活性化・貢献活動に取り組

んできた。この事業では地域特産品や伝統料理、健康食といった「食」を中心に町と連携し

ている「佐用風土（Sayo Food）」に関する取組を発展充実させ、「ﾛｰｺｽﾄ・ﾊｲｸｵﾘﾃｨ社会」

の実現に貢献するとともに、「高校生訪問ｻｰﾋﾞｽ」等の実習や探究活動を通して地域を支え

るﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材を育成するｶﾘｷｭﾗﾑﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝを構築する。 

【目標】 

①地元の特産品を使った商品開発を通して地域活性化に参画できる人材の育成。 

現在、産官学協働で地元特産品を使った商品開発に取り組んでいるが、さらに上級学

校との連携で、地域資源を活用した地域活性化に主体的に取り組む生徒を育成する。 

②健康寿命を延ばすための地域福祉活動に参画できる人材の育成。 

高齢者向けﾚｼﾋﾟの考案、体力作り啓発活動、食生活・食育指導等健康寿命を延ばすた

めの取組を通して、地域福祉に貢献できる生徒を育成する。 

③安全・安心で災害に強いまちづくりに参画できる人材の育成。 

地域と上級学校と連携して災害・被災時の課題を理解し、保存食・非常食の開発を行

うなど、「食」を中心に取り組むことで、災害に強いまちづくりに貢献できる生徒を育

成する。 

(2) 現状の分析と研究開発の仮説 

【現状の分析】 

本校は、佐用郡内唯一の高等学校であり、「まちを支える人づくり」をｽﾛｰｶﾞﾝに地域連携

・貢献活動に取り組んできた。家政科は、以前から「佐用風土（Sayo Food）」を使った焼

菓子やｼﾞｬﾑ等の開発を行っており、これらの商品は地域のｲﾍﾞﾝﾄ等で生徒たちが販売を行い、

地域の活性化に役立ってきた。また、地域食育ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとの連携で伝統食を学び、保育所や

幼稚園、小学校での食育活動を行っている。昨年から佐用町社会福祉協議会と協働し、独居

高齢者の給食ｻｰﾋﾞｽにも取り組んでいる。 



【研究開発の仮説】 

ｺﾝｿｰｼｱﾑと連携して特産品を活用した商品開発・食改善ﾚｼﾋ ・゚防災食開発等を行う中で「食」

への学びを深めるとともに、課題発見・解決力、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ能力等を身に付け、地域課題

である健康寿命延伸、災害に強い町づくりへの改善策の提言を行い、その推進に取り組む。

また、地域住民の生活状況等を分析・考察し、「高校生訪問ｻｰﾋﾞｽ」等の取組を通してﾎﾞﾗﾝ

ﾃｨｱ精神・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力等を身に付け、地域課題である高齢者が充実した暮らしのできる町

づくりに向けた提言・実践を行い、積極的に地域福祉に参画し活力ある町づくりに取り組む。

これらのことを通して地域活性化を実現できるとともに「食」を通じてﾛｰｺｽﾄ・ﾊｲｸｵﾘﾃｨ社会

の実現を目指すﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材の育成ができる。 

⑧

-2

具

体

的

内

容 

 

(1) 地域との協働による探究的な学びを実現する学習の実施計画 

【１学年】 

佐用町の調査研究を通じて地域課題を考える。「食」を中心に特産品・健康寿命・防災に

関しての知識・技術における基礎的能力の習得を図る。 

「総合的な探究の時間」「生活産業基礎」「ﾌｰﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ」 

【２学年】 

調査研究を深め、商品・ﾚｼﾋﾟ開発や「高校生訪問ｻｰﾋﾞｽ」等の協働事業を行う。少子高齢

化等の地域課題解決に向けた探究・実践活動を行う。 

「生活と福祉」「生活産業基礎」「課題研究」「ﾌｰﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ」「ﾋｭｰﾏﾝｻｰﾋﾞｽ」 

【３学年】 

新たな学びの中で調査研究を総括し、地域が求める人材としての進路実現を行う。研究成

果を踏まえ、地域課題解決のための提案と実践を行う。 

「保育基礎」「伝統文化」「課題研究」「ﾌｰﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ」「ﾋｭｰﾏﾝｻｰﾋﾞｽ」 

「ﾌｰﾄﾞｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ」 

【学校家庭ｸﾗﾌﾞ活動】 

・「ふれあいの里上月」にて地元食材を用いた焼菓子定期販売を通した地域活性化。 

・佐用郡内各町主催ｲﾍﾞﾝﾄにおける地元食材を用いた焼菓子販売活動を通じた地域交流。 

・県内各種ｲﾍﾞﾝﾄでの販売・体験活動を通じた佐用町 PR活動。 

(2) ｶﾘｷｭﾗﾑ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推進体制 

本事業を運営するため、校内組織に「地域協働部」を、校内委員会に「地域協働事業推進

委員会」をそれぞれ新たに設置した。「地域協働事業推進委員会」は、本校教職員にｶﾘｷｭﾗ

ﾑ開発等専門家及び地域協働学習実施支援員を加えた構成で、ｺﾝｿｰｼｱﾑ内の「佐用風土（Sayo 

Food）」、健康福祉、防災教育推進の三つの小委員会、校内組織のﾋﾞｼﾞｮﾝ委員会、教育課程

委員会、ｷｬﾘｱ教育推進委員会と連携・協働して、「ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ」や「ﾋｭｰﾏﾝｻｰﾋﾞｽ」等の教育

内容、「高校生訪問ｻｰﾋﾞｽ」「高校生ｶﾌｪ」等の体験活動や探究活動の充実に向けた協議・検

討を行い、地域を支えるﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材を育成するｶﾘｷｭﾗﾑﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝの構築推進に取り組む。 

また、生徒の探究活動に対しては、全ての教職員が積極的に関わっていく。 

(3) 必要となる教育課程の特例等 

なし 

⑨その他 

特記事項 

指定終了後も、本事業の取組を持続可能なものにするために、県独自事業「ひょうごｽｰﾊﾟ

ｰﾊｲｽｸｰﾙ」の指定を受ける等、一定の事業経費を計上して、支援することができる。また、

「ひょうごふるさと貢献・活性化事業」やｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞによる経費の捻出、佐用町からの

貸切ﾊﾞｽ提供等も活用し、発展的に実施することができる。 

※２頁以内（研究開発の実施体制の頁は含まない。）とすること。 



【研究開発の実施体制】 
 
管理機関名：兵庫県教育委員会  
 
１．コンソーシアムの構成 

機関名 機関の代表者氏名 
兵庫県教育委員会 高校教育課参事 桂 敦子 
兵庫県立佐用高等学校 校長 西坂 美樹 
佐用町 町長 庵逧 典章 
佐用町教育委員会 教育課 教育推進室長 大野 公嗣 
IDEC 株式会社 社長 舩木 俊之 
ナニワフード株式会社 社長 松田 良彦 
島根大学 教授 作野 広和 
兵庫教育大学 教授 永田 智子 
日本調理専門学校 校長 水野 博 
美作市スポーツ医療専門学校 校長 黒瀬 通弘 
兵庫県立山崎高等学校 校長 武田 由哉 
佐用町自治会連合会 会長 井上 洋文 

 
２．カリキュラム開発等専門家，海外交流アドバイザー，地域協働学習実施支援員の体制 

区分 氏名 所属 備考 
カリキュラム開発等専門家 作野 広和 島根大学 教授 ② 
カリキュラム開発等専門家 永田 智子 兵庫教育大学 教授 ② 
海外交流アドバイザー なし なし  
地域協働学習実施支援員 久保 正彦 佐用町役場 職員 ② 

※「備考」欄には，本事業における活用の形態別に①～③のいずれかの番号を記入すること。 
①常勤：本事業のために管理機関又は指定校に配置され，管理機関又は指定校で常時勤務する者 
②非常勤：本事業のために管理機関又は指定校に配置され，管理機関又は指定校では常時勤務する

ものでない者  
③ボランティア：本事業のために活用されるが，管理機関又は指定校から賃金・謝金等の支払がさ

れない者（①又は②に該当する者を除く。） 
 
３．運営指導委員会の体制 

所属 役職 氏名 
兵庫県教育委員会  高校教育課長 西田 利也 
佐用町役場  企画防災課長 服部 憲靖 
佐用町教育委員会 教育長 浅野 博之 
兵庫教育大学  教授 岸田 恵津 
IDEC 株式会社  グリーンソリューション事業部長 田和 久典 

 
４．経費 

区分 金額（千円） 備考 
委託費 ６３３８千円  
管理機関よる負担 ０円  
その他 ０円  

※「その他」の欄を記入した場合には，備考欄に「寄付金」等内容を記入すること。 
 



 
５．本研究開発実施のための自財源確保の工夫（※該当する場合は，回答欄に○印を記入すること） 

区分 回答 
本研究開発実施のために，企業版ふるさと納税制度を活用している  
本研究開発実施のために，ふるさと納材制度を活用している ○ 

 


